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平成２９年度 第５回 神栖市社会福祉協議会理事会次第 

  

                      日 時：平成３０年３月２３日(金) 

                           午後２時００分より 

                  場 所：神栖市保健・福祉会館   

  

 

１．会議適正審査報告        

 ２．あ い さ つ 

３．議 長 選 出 

４．議     事 

報告第１号 経営改善計画策定指針に基づく行動計画（社協発展・強化計画） 

 実施１年次の進捗状況について 

議案第１号 平成３０年度 神栖市社会福祉協議会事業計画（案）について 

議案第２号 平成３０年度 社会福祉事業区分 収支予算（案）について 

議案第３号 平成３０年度 公益事業区分 収支予算（案）について 

議案第４号 常勤職員就業規則の一部改正（案）について 

議案第５号 非常勤職員就業規則の一部改正（案）について 

議案第６号 職員の育児・介護休業等に関する規則の一部改正（案）について 

議案第７号 社協の保険「役員等賠償補償」加入に伴う管理職従業員の選任について 

議案第８号 平成２９年度第３回評議員会の招集について 

  



報告第１号 

  経営改善計画策定指針に基づく行動計画（社協発展・強化計画）実施１年次の 

  進捗状況について 

 

＜提案理由＞ 

本計画は平成２９～３１年度の３年間の実施計画として策定しております。実施１年次目

の進捗状況については第３回理事会（平成２９年９月６日）で報告いたしましたが、その後

の実施状況及び今後の実施スケジュールについて、別添資料のとおり報告いたします。 

 

 

平成３０年３月２３日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会 長  石 田   進 
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議案第１号 

  神栖市社会福祉協議会 平成３０年度事業計画（案）について 

 

＜提案理由＞ 

「第４次地域福祉活動計画（平成27年度～31年度）」及び「経営改善計画策定指針に基

づく行動計画（社協発展ð強化計画。平成 29 年度～31 年度）」に基づき、平成３０年度本

会事業計画(案)を、別添「平成 30 年度事業計画書及び収支予算書(案)」のとおり策定しま

した。 

審議の上、決議願います。  

 

 

 

平成３０年３月２３日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会 長  石 田   進 

 

 

 

平成３０年３月２３日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成２９年度 第５回 理事会 
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議案第２号 平成３０年度 社会福祉事業区分 収支予算(案)について 

議案第３号 平成３０年度 公益事業区分 収支予算(案)について 

 

＜提案理由＞ 

平成３０年度事業計画に基づき、社会福祉事業区分及び公益事業区分の平成３０年度収支

予算(案)を、別添「平成30年度事業計画書及び収支予算書(案)」のとおり編成しました。 

なお予算編成にあたり、財政調整積立金の一部処分を行い、また、事業実施等の経費につ

いて福祉活動基金の一部処分を行うこととしております。 

具体的な処分理由は以下の通りです。併せて審議の上、決議願います。 

 

○財政調整積立金（３０年度当初残高見込：６００万円）の一部を処分する理由 

・市からの法人運営費助成金減額分（要望額に対し △４４９万円）の一部に充当 

・処分予定額（当初予算案に計上）：２００万円 

・法人管理の基盤強化（法務部門の強化、ＰＣネットワーク・情報システム環境保守） 

○福祉活動基金（３０年度当初残高：１３，８００万円）の一部を処分する理由 

・福祉後見サポートセンターかみす、福祉感謝会など、自主事業の拡大・充実のための財

源として基金を活用 

・これまで基金運用益及び寄付金収入を使用して実施してきた「ボランティア助成（ボラ

ンティアグループ、市内学校等）」の新たな助成原資として基金を活用 

・処分予定額（当初予算案に計上）：２００万円 

 

 

 

平成３０年３月２３日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会 長  石 田   進 

 

 

平成３０年３月２３日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成２９年度 第５回 理事会 
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議案第４号  常勤職員就業規則の一部改正（案）について 

議案第５号  非常勤職員就業規則の一部改正（案）について 

 

＜提案理由＞ 

労働契約法の改正（平成 25 年４月）により、有期労働契約が反復更新されて通算５年を

超えたときは、労働者の申込みにより、期間の定めのない労働契約（無期労働契約）に転換

できるようになりましたので、改正法に基づき、本会職員の就業規則へ「無期労働契約への

転換」を追加します。 

また、現在届出により実施している「労働者派遣事業」の許可制への切替申請に向け、派

遣労働者に関する規定を全ての就業規則に明文化します。 

併せて、条文中の業務名称について、現行の職務内容及び職務範囲と整合を図るため、別

添（案）のとおり規則の一部を改正しようとするものです。 

ご審議の上決議願います。 

 

 

 

平成３０年３月２３日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会 長  石 田   進 

 

 

 

平成３０年３月２３日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成２９年度 第５回 理事会 

 

 

  

4



社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 常勤職員就業規則改正案 

改正前の条文 改正後の条文（案） 

 (雇用期間等) 

第５条 職員の雇用期間は１年以内の期間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（配置転換等） 

第７条 

 

 

 

 

（服務の基本原則） 

第８条 

 

 

 

 

 

（服務心得） 

第９条 

 

 

 

 

(育児休業) 

第１７条 職員が、１歳未満の子を養育するため育児休

業を請求したとき、当該請求にかかる子が１歳に達す

るまでの期間は、育児休業とする。ただし，次のいず

れかの事情がある場合，その当該請求にかかる子が１

歳６ヶ月に達するまでを育児休業とすることができ

 (雇用期間等) 

第５条 職員の雇用期間は１年以内の期間とする。 

 

（無期労働契約への転換） 

第５条の２ 前条の規定に基づき雇用する職員のうち、

通算契約期間が５年を超える職員は、別に定める様式

で申込むことにより、前条第１項の規定にかかわら

ず、現在締結している有期労働契約の契約期間の末日

の翌日から、期間の定めのない労働契約での雇用に転

換することができる。 

２ 前項の通算契約期間は、平成25年４月１日以降に

開始する有期労働契約の契約期間を通算するものと

し、現在締結している有期労働契約についてはその末

日までの期間とする。ただし、労働契約が締結されて

いない期間が連続して６ヶ月以上ある職員について

は、それ以前の契約期間は通算契約期間に含めない。

３ 第１項の規定により期間の定めのない労働契約で

の雇用に転換した職員の労働条件は、現在締結してい

る有期労働契約の条件を引き続き適用する。 

 

（配置転換等） 

第７条 

３ 本会は、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派

遣労働者の保護等に関する法律にもとづく労働者派

遣事業者として、職員を他の機関・団体へ派遣するこ

とがある。 

（服務の基本原則） 

第８条 

３ 第６条第３項の規定により他の機関・団体等へ派遣

された職員（以下「派遣職員」という。）は，派遣先

の名誉、信用を傷つけず、派遣先の従業員と互いに協

力して職場秩序の保持に努めなければならない。 

 

（服務心得） 

第９条 

２ 派遣職員は、派遣先においても前項の規定を守り、

かつ派遣先の諸規則・服務規律を遵守して業務を遂行

しなければならない。 

２３ 

(育児休業) 

第１７条 職員が、１歳未満の子を養育するため育児休

業を請求したとき、当該請求にかかる子が１歳に達す

るまでの期間は、育児休業とする。ただし，次のいず

れかの事情がある場合，その当該請求にかかる子が１

歳６ヶ月２歳に達するまでを育児休業とすることが
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る。 

 

（解 雇） 

第３３条 次の各号に該当するときは、解雇する。 

（１）事業の運営上やむを得ない事由により事業の休廃

止または縮小するとき。 

 

（２）本人の身体または精神に障害があり、職務に堪え

られないと認めたとき。 

（３）故意又は過失により本会に損害を与えたとき。 

 

（４）勤務成績が著しく不良であり就業に適していない

と認められたとき。 

 

（５）本会の職員として適性がないと判断されるとき。

（６）そのほか前各号に準ずるやむを得ない事由がある

とき。 

 

 

 

 

（懲 戒） 

第４２条 職員が次の各号の一つに該当するときは、懲

戒処分を受けることがある。 

 

 

（７）その他この規則に違反しまたは各号に準ずる不都

合な行為があったとき。 

 

 

別表３（第２４条関係 職務手当） 及び 

別表４（第２５条関係 賞与の職務加算） 

の対象となる業務内容と職務加算割合 

  

 

 付 則 

11 この規則は平成28年４月１日から施行する。 

 

 

業務内容 加算割合

サービス提供責任者 

相談支援業務従事者（精神・発達） 
２０％

ケアプラン作成業務従事者 

ホームヘルプサービスチームリーダー 

デイサービスチームリーダー 

福祉作業所チームリーダー 

 

１０％

できる。 

 

（解 雇） 

第３３条 次の各号に該当するときは、解雇する。 

（１）事業の運営上やむを得ない事由により事業の休廃

止または縮小する必要が生じ、かつ他の職務への転換

が困難なとき。 

（２）本人の身体または精神に障害があり、職務に堪え

られないと認めたとき。 

（３）故意又は過失により本会に損害を与え第４３条第

６号に定める懲戒解雇事由に該当する事実が認めら

れたとき。 

（４）勤務成績が著しく不良であり他の職務にも転換で

きない等就業に適していないと認められたとき。 

（５）本会の職員として適性がないと判断されるとき。

（６）そのほか前各号に準ずるやむを得ない事由がある

とき。 

２ 前項の規定による職員の解雇に際して職員から請

求のあった場合は、解雇の理由を記載した証明書を交

付する。 

 

（懲 戒） 

第４２条 職員が次の各号の一つに該当するときは、懲

戒処分を受けることがある。 

（７）派遣職員が過失により派遣先または派遣先利用者

に損害を与えたとき。 

（８）その他この規則に違反しまたは各号に準ずる不都

合な行為があったとき。 

 

 

別表３（第２４条関係 職務手当） 及び 

別表４（第２５条関係 賞与の職務加算） 

の対象となる業務内容と職務加算割合 

 

 

 付 則 

11 この規則は平成28年４月１日から施行する。 

12 この規則は平成30年４月１日から施行する。 

（改訂則第25号） 

 

業務内容 加算割合

サービス提供または管理責任者 

相談支援業務従事者（精神・発達） 
２０％

ケアプラン作成業務従事者 

ホームヘルプサービスチームリーダー 

デイサービスチームリーダー 

福祉作業所チームリーダー 

喀痰吸引等行為従事者 

１０％

 

6



社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 非常勤職員就業規則改正案 

改正前の条文 改正後の条文（案） 

（非常勤職員の定義） 

第２条 この規則において非常勤職員とは、基本給を

時間給で支払う者で１週８時間以上３０時間未満

の範囲で勤務する在宅福祉サービス関連業務及び

管理業務等に従事する以下の者をいう。 

（１）非常勤の介護職員 

（２）非常勤の看護職員 

（３）給食調理員 

（４）移送及び介護機器配送等の運転要員 

（５）清掃員 

（６）管理業務事務員 

（７）事業補助・相談員 

（８）その他の非常勤職員 

 

(雇用期間等) 

第５条 職員の雇用期間は１年以内の期間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（配置転換等） 

第７条 

 

 

 

 

（服務の基本原則） 

第８条 

 

 

（非常勤職員の定義） 

第２条 この規則において非常勤職員とは、基本給を

時間給で支払う者で１週８時間以上３０時間未満

の範囲で勤務する在宅福祉サービス関連業務及び

管理業務等に従事する以下の者をいう。 

（１）非常勤の介護職員 

（２）非常勤の看護職員 

（３）給食調理員 

（４）移送及び介護機器配送等の運転要員 

（５４）清掃員 

（６５）管理業務事務員 

（７６）事業補助・相談員 

（８７）その他の非常勤職員 

 

(雇用期間等) 

第５条 職員の雇用期間は１年以内の期間とする。 

 

（無期労働契約への転換） 

第５条の２ 前条の規定にもとづき雇用する非常勤

職員のうち、通算契約期間が５年を超える非常勤職

員は、別に定める様式で申込むことにより、前条第

１項の規定にかかわらず、現在締結している有期労

働契約の契約期間の末日の翌日から、期間の定めの

ない労働契約での雇用に転換することができる。 

２ 前項の通算契約期間は、平成 25年４月１日以降

に開始する有期労働契約の契約期間を通算するも

のとし、現在締結している有期労働契約については

その末日までの期間とする。ただし、労働契約が締

結されていない期間が連続して６ヶ月以上ある非

常勤職員については、それ以前の契約期間は通算契

約期間に含めない。 

３ 第１項の規定により期間の定めのない労働契約

での雇用に転換した非常勤職員の労働条件は、現在

締結している有期労働契約の条件を引き続き適用

する。 

 

（配置転換等） 

第７条 

３ 本会は、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び

派遣労働者の保護等に関する法律にもとづく労働

者派遣事業者として、非常勤職員を他の機関・団体

へ派遣することがある。 

（服務の基本原則） 

第８条 

３ 第６条第３項の規定により他の機関・団体等へ派

遣された非常勤職員（以下「派遣職員」という。）
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（服務心得） 

第９条 

 

 

 

 

 

(育児休業) 

第１８条 非常勤職員が、１歳未満の子を養育するた

め育児休業を請求したとき、当該請求にかかる子が

１歳に達するまでの期間は、育児休業とする。ただ

し，次のいずれかの事情がある場合，その当該請求

にかかる子が１歳６ヶ月に達するまでを育児休業

とすることができる。 

 

（非常勤職員の賃金） 

第２４条 

（１）サービス提供１時間あたりの賃金 

 

 

 

（解 雇） 

第３２条 次の各号に該当するときは、解雇する。 

（１）事業の運営上やむを得ない事由により事業の休

廃止または縮小するとき。 

 

 

勤務内容 賃金 

生活援助型（訪問介護） 940円

介護予防型（訪問介護） 940円

複合型（訪問介護） 1,050円

身体介護型（訪問介護） 1,250円

移動及び事務（訪問介護） 700円

看護員 1,300円

事業補助・相談員(勤続20年以上) 1,200円

事業補助・相談員 940円

福祉作業所 940円

デイサービス 940円

訪問入浴 940円

障害児放課後支援 940円

給食調理員 850円

運転要員 850円

事務要員 850円

清掃要員 830円

研修会参加時 700円

は，派遣先の名誉、信用を傷つけず、派遣先の従業

員と互いに協力して職場秩序の保持に努めなけれ

ばならない。 

 

（服務心得） 

第９条 

２ 派遣職員は、派遣先においても前項の規定を守

り、かつ派遣先の諸規則・服務規律を遵守して業務

を遂行しなければならない。 

２３ 

 

(育児休業) 

第１８条 非常勤職員が、１歳未満の子を養育するた

め育児休業を請求したとき、当該請求にかかる子が

１歳に達するまでの期間は、育児休業とする。ただ

し，次のいずれかの事情がある場合，その当該請求

にかかる子が１歳６ヶ月２歳に達するまでを育児

休業とすることができる。 

 

（非常勤職員の賃金） 

第２４条 

（１）サービス提供１時間あたりの賃金 

６ 派遣職員の賃金は、派遣先での勤務内容にもとづ

き第１項第１号に定める賃金を支給する。 

 

（解 雇） 

第３２条 次の各号に該当するときは、解雇する。 

（１）事業の運営上やむを得ない事由により事業の休

廃止または縮小する必要が生じ、かつ他の職務への

転換が困難なとき。 

 

勤務内容 賃金 

生活援助型（訪問介護） 940円

介護予防型（訪問介護） 940円

複合型（訪問介護） 1,050円

身体介護型（訪問介護） 1,250円

移動及び事務（訪問介護） 700円

看護員 1,300円

事業補助・相談員(勤続20年以上) 1,200円

事業補助・相談員 940円

福祉作業所 940円

デイサービス 940円

訪問入浴 940円

障害児放課後支援 940円

給食調理員 850円

運転要員 850円

事務要員 850円

清掃要員 830円

研修会参加時 700円
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（２）本人の身体または精神に障害があり、職務に堪

えられないと認めたとき。 

（３）故意又は過失により本会に損害を与えたとき。

 

（４）勤務成績が著しく不良であり就業に適していな

いと認められたとき。 

 

（５）本会の職員として適性がないと判断されると

き。 

（６）そのほか前各号に準ずるやむを得ない事由があ

るとき。 

 

 

 

 

（懲 戒） 

第４１条 非常勤職員が次の各号の一つに該当する

ときは、懲戒処分を受けることがある。 

（７）その他この規則に違反しまたは各号に準ずる不

都合な行為があったとき。 

 

 

 

 

 付 則 

11 この規則は平成28年４月１日から施行する。 

 

 

（２）本人の身体または精神に障害があり、職務に堪

えられないと認めたとき。 

（３）故意又は過失により本会に損害を与え第４２条

第６号に定める懲戒解雇事由に該当する事実が認

められたとき。 

（４）勤務成績が著しく不良であり他の職務にも転換

できない等就業に適していないと認められたとき。

（５）本会の職員として適性がないと判断されると

き。 

（６）そのほか前各号に準ずるやむを得ない事由があ

るとき。 

２ 前項の規定による職員の解雇に際して職員から

請求のあった場合は、解雇の理由を記載した証明書

を交付する。 

 

（懲 戒） 

第４１条 非常勤職員が次の各号の一つに該当する

ときは、懲戒処分を受けることがある。 

（７）派遣職員が過失により派遣先または派遣先利用

者に損害を与えたとき。 

（８）その他この規則に違反しまたは各号に準ずる不

都合な行為があったとき。 

 

 

 付 則 

11 この規則は平成28年４月１日から施行する。 

12 この規則は平成30年４月１日から施行する。 

（改訂則第26号） 
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議案第６号 

  職員の育児・介護休業等に関する規則の一部改正（案）について 

 

＜提案理由＞ 

育児・介護休業法の改正に基づき、育児休業期間の延長（保育園等に入れないなどの場合

には、申出により最長２歳まで）や、介護休業の分割取得（対象家族１人につき通算９３日

まで、３回を上限として分割して取得できる）などが可能となりました。併せて、介護のた

めの所定労働時間の短縮や時間外労働の制限など、新たに事業主が講ずべき措置について、

別添（案）のとおり規則の一部を改正しようとするものです。 

ご審議の上決議願います。 

 

 

 

平成３０年３月２３日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会 長  石 田   進 

 

 

 

平成３０年３月２３日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成２９年度 第５回 理事会 
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社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 職員の育児・介護休業等に関する規則改正案 

改正前の条文 改正後の条文（案） 

 （目 的） 

第１条 この規則は，社会福祉法人神栖市社会福祉協議

会（以下，「本会」という。）事務局職員就業規則，

及び本会常勤職員就業規則，並びに本会非常勤職員就

業規則の規定に基づき，職員の育児・介護休業，子の

看護休暇，介護休暇，育児のための所定外労働の免除，

育児・介護のための時間外労働及び深夜業の制限並び

に育児・介護短時間勤務等に関する取扱いについて定

めるものとする。 

 

（育児休業の対象者） 

第２条 育児のために休業することを希望する職員であ

って，１歳に満たない子と同居し，養育する者は，こ

の規則に定めるところにより育児休業をすることが

できる。ただし，期間契約職員にあっては，申出時点

において，次のいずれにも該当する者に限り育児休業

をすることができる。 

（１）入職１年以上であること。 

（２）子が１歳に達する日を超えて雇用関係が継続する

ことが見込まれること。 

（３）子が１歳に達する日から１年を経過する日までに

労働契約期間が満了し，更新されないことが明らかで

ないこと。 

２ 前項にかかわらず，労使協定により除外された次の

職員からの休業の申出は拒むことができる。 

（１）申出の日から１年以内に雇用関係が終了すること

が明らかな者 

 

４ 次のいずれにも該当する職員は，子が１歳６か月に

達するまでの間で必要な日数について育児休業をす

ることができる。なお，育児休業を開始しようとする

日は，原則として子の１歳の誕生日に限るものとす

る。 

(１) 職員又は配偶者が原則として子の１歳の誕生日の

前日に育児休業をしていること 

(２) 次のいずれかの事情があること 

ア 保育所に入所を希望しているが入所できない場合 

イ 職員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親

であり，１歳以降育児に当たる予定であった者が，死

亡，負傷，疾病等の事情により子を養育することが困

難になった場合 

 

 

 

 

 

 

（目 的） 

第１条 この規則は，社会福祉法人神栖市社会福祉協議

会（以下，「本会」という。）事務局職員就業規則，

及び本会常勤職員就業規則，並びに本会非常勤職員就

業規則の規定に基づき，職員の育児・介護休業，子の

看護休暇，介護休暇，育児・介護のための所定外労働

の免除，育児・介護のための時間外労働及び深夜業の

制限並びに育児・介護短時間勤務等に関する取扱いに

ついて定めるものとする。 

 

（育児休業の対象者） 

第２条 育児のために休業することを希望する職員で

あって，１歳に満たない子と同居し，養育する者は，

この規則に定めるところにより育児休業をすること

ができる。ただし，期間契約職員にあっては，申出時

点において，次のいずれにも該当する者に限り育児休

業をすることができる。 

（１）入職１年以上であること。 

（２）子が１歳に達する日を超えて雇用関係が継続する

ことが見込まれること。 

（３）６か月（第５項の申出にあっては２歳）に達する

日から１年を経過する日までに労働契約期間が満了

し，更新されないことが明らかでないこと。 

２ 前項にかかわらず，労使協定により除外された次の

職員からの休業の申出は拒むことができる。 

（１）申出の日から１年（第４項及び第５項の申出にあ

っては６か月）以内に雇用関係が終了することが明ら

かな者 

４ 次のいずれにも該当する職員は，子が１歳６か月に

達するまでの間で必要な日数について育児休業をす

ることができる。なお，育児休業を開始しようとする

日は，原則として子の１歳の誕生日に限るものとす

る。 

(１) 職員又は配偶者が原則として子の１歳の誕生日の

前日に育児休業をしていること 

(２) 次のいずれかの事情があること 

ア 保育所等に入所を希望しているが入所できない場合

イ 職員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親

であり，１歳以降育児に当たる予定であった者が，死

亡，負傷，疾病等の事情により子を養育することが困

難になった場合 

５ 次のいずれにも該当する職員は，子が２歳に達する

までの間で必要な日数について育児休業をすること

ができる。なお，育児休業を開始しようとする日は，

原則として子の１歳６か月の誕生日応当日に限るも

のとする。 
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（育児休業の申出の手続等） 

第３条 育児休業をすることを希望する職員は，原則と

して育児休業を開始しようとする日（以下「育児休業

開始予定日」という。）の１か月前（第２条第４項に

基づく１歳を超える休業の場合は２週間前）までに育

児休業申出書（様式第１号）を事務局長に提出するこ

とにより申し出るものとする。 

なお，育児休業中の期間契約職員が労働契約を更

新するに当たり，引き続き休業を希望する場合には，

更新された労働契約期間の初日を育児休業開始予定

日として，育児休業申出書により再度の申出を行う

ものとする。 

２ 申出は，次のいずれかに該当する場合を除き，一子

につき１回限りとする。ただし，産後休暇をしていな

い職員が，子の出生日又は出産予定日のいずれか遅い

方から８週間以内にした最初の育児休業については，

１回の申出にカウントしない。 

（１）前条第１項に基づく休業をした者が同条第４項に

基づく休業の申出をしようとする場合又は本条第１

項後段の申出をしようとする場合 

 

 

 

(２) 配偶者の死亡等特別の事情がある場合 

 

（育児休業の申出の撤回等） 

第４条 

３ 育児休業の申出を撤回した者は，特別の事情がない

限り同一の子については再度申出をすることができ

ない。ただし，第２条第１項に基づく休業の申出を撤

回した者であっても，同条第４項に基づく休業の申出

をすることができる。 

 

 

 

（育児休業の期間等） 

第５条 育児休業の期間は，原則として，子が１歳に達

するまで（第２条第３項及び第４項に基づく休業の場

合は，それぞれ定められた時期まで）を限度として育

児休業申出書（様式第１号）に記載された期間とする。

(１) 職員又は配偶者が原則として子の１歳６か月の誕

生日応当日の前日に育児休業をしていること 

(２) 次のいずれかの事情があること 

ア 保育所等に入所を希望しているが入所できない場合

イ 職員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親

であり，１歳６か月以降育児に当たる予定であった者

が，死亡，負傷，疾病等の事情により子を養育するこ

とが困難になった場合 

 

（育児休業の申出の手続等） 

第３条 育児休業をすることを希望する職員は，原則と

して育児休業を開始しようとする日（以下「育児休業

開始予定日」という。）の１か月前（第２条第４項に

基づく１歳及び１歳６か月を超える休業の場合は２

週間前）までに育児休業申出書（様式第１号）を事務

局長に提出することにより申し出るものとする。 

なお，育児休業中の期間契約職員が労働契約を更

新するに当たり，引き続き休業を希望する場合には，

更新された労働契約期間の初日を育児休業開始予定

日として，育児休業申出書により再度の申出を行う

ものとする。 

２ 申出は，次のいずれかに該当する場合を除き，一子

につき１回限りとする。ただし，産後休暇をしていな

い職員が，子の出生日又は出産予定日のいずれか遅い

方から８週間以内にした最初の育児休業については，

１回の申出にカウントしない。 

（１）前条第１項に基づく休業をした者が同条第４項又

は第５項に基づく休業の申出をしようとする場合又

は本条第１項後段の申出をしようとする場合 

(２) 第２条第４項に基づく休業をした者が同条第５項

に基づく休業の申出をしようとする場合又は本条第

１項後段の申出をしようとする場合 

(３) 配偶者の死亡等特別の事情がある場合 

 

（育児休業の申出の撤回等） 

第４条 

３ 育児休業の申出を撤回した者は，特別の事情がない

限り同一の子については再度申出をすることができ

ない。ただし，第２条第１項に基づく休業の申出を撤

回した者であっても，同条第４項及び第５項に基づく

休業の申出をすることができ，第２条第４項に基づく

休業の申出を撤回した者であっても，同条第５項に基

づく休業の申出をすることができる。 

 

（育児休業の期間等） 

第５条 育児休業の期間は，原則として，子が１歳に達

するまで（第２条第３項及び，第４項及び第５項に基

づく休業の場合は，それぞれ定められた時期まで）を

限度として育児休業申出書（様式第１号）に記載され
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３ 職員は，育児休業期間変更申出書（様式第５号）に

より事務局長に，育児休業開始予定日の１週間前まで

に申し出ることにより，育児休業開始予定日の繰り上

げ変更を，また，育児休業を終了しようとする日（以

下「育児休業終了予定日」という。）の１か月前に第

２条第４項に基づく休業をしている場合は２週間前）

までに申し出ることにより，育児休業終了予定日の繰

り下げ変更を行うことができる。 

育児休業開始予定日の繰り上げ変更及び育児休業

終了予定日の繰り下げ変更とも，原則として１回に

限り行うことができるが，第２条第４項に基づく休

業の場合には，第２条第１項に基づく休業とは別に，

子が１歳から１歳６か月に達するまでの期間内で一

回，育児休業終了予定日の繰り下げ変更を行うこと

ができる。 

 

５ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合に

は，育児休業は終了するものとし，当該育児休業の終

了日は当該各号に掲げる日とする。 

（１）子の死亡等育児休業に係る子を養育しないことと

なった場合 

（２）育児休業に係る子が１歳に達した場合等 

子が１歳に達した日（第２条第３項に基づく休業

の場合を除く。）第２条第第４項に基づく休業の場

合は，子が１歳６か月に達した日。 

 

 

（介護休業の対象者） 

第９条 要介護状態にある家族を介護する職員は，この

規則に定めるところにより介護休業をすることがで

きる。なお，期間契約職員にあっては，申出時点にお

いて，次のいずれにも該当する者に限り介護休業をす

ることができる。 

（１）入職１年以上であること。 

（２）介護休業を開始しようとする日（以下「介護休業

開始予定日」という。）から９３日を経過する日（９

３日経過日）を超えて雇用関係が継続することが見込

まれること。 

（３）９３日経過日から１年を経過する日までに労働契

約期間が満了し，更新されないことが明らかでないこ

と。 

３ この要介護状態にある家族とは，負傷，疾病又は身

体上若しくは精神上の障害により，２週間以上の期間

にわたり常時介護を必要とする状態にある次の者を

いう。 

（１）配偶者 

（２）父母 

（３）子 

（４）配偶者の父母 

た期間とする。 

３ 職員は，育児休業期間変更申出書（様式第５号）に

より事務局長に，育児休業開始予定日の１週間前まで

に申し出ることにより，育児休業開始予定日の繰り上

げ変更を，また，育児休業を終了しようとする日（以

下「育児休業終了予定日」という。）の１か月前に第

２条第４項及び第５項に基づく休業をしている場合

は２週間前）までに申し出ることにより，育児休業終

了予定日の繰り下げ変更を行うことができる。 

育児休業開始予定日の繰り上げ変更及び育児休業

終了予定日の繰り下げ変更とも，原則として１回に

限り行うことができるが，第２条第４項及び第５項

に基づく休業の場合には，第２条第１項に基づく休

業とは別に，子が１歳から１歳６か月に達するまで

及び１歳６か月から２歳に達するまでの期間内で一

回，育児休業終了予定日の繰り下げ変更を行うこと

ができる。 

５ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合に

は，育児休業は終了するものとし，当該育児休業の終

了日は当該各号に掲げる日とする。 

（１）子の死亡等育児休業に係る子を養育しないことと

なった場合 

（２）育児休業に係る子が１歳に達した場合等 

子が１歳に達した日（第２条第３項に基づく休業

の場合を除く。）第２条第第４項に基づく休業の場

合は，子が１歳６か月に達した日。第２条第第５項

に基づく休業の場合は，子が２歳に達した日。 

 

（介護休業の対象者） 

第９条 要介護状態にある家族を介護する職員は，この

規則に定めるところにより介護休業をすることがで

きる。なお，期間契約職員にあっては，申出時点にお

いて，次のいずれにも該当する者に限り介護休業をす

ることができる。 

（１）入職１年以上であること。 

（２）介護休業を開始しようとする日（以下「介護休業

開始予定日」という。）から９３日を経過する日（９

３日経過日）を超えて雇用関係が継続することが見込

まれること。 

（３）９３日経過日から１年６か月を経過する日までに

労働契約期間が満了し，更新されないことが明らかで

ないこと。 

３ この要介護状態にある家族とは，負傷，疾病又は身

体上若しくは精神上の障害により，２週間以上の期間

にわたり常時介護を必要とする状態にある次の者を

いう。 

（１）配偶者 

（２）父母 

（３）子 

（４）配偶者の父母 
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（５）祖父母，兄弟姉妹又は孫であって職員が同居し，

かつ，扶養している者 

（６）上記以外の家族で本会会長が認めた者 

 

（介護休業の申出の手続等） 

第10条 

２ 申出は，特別な事情がない限り，対象家族１人につ

き１要介護状態ごとに１回までとする。 

 

（介護休業の申出の撤回等） 

第11条 

３ 介護休業の申出を撤回した者について，同一対象家

族の同一要介護状態に係る再度の申出は原則として

１回とし，特段の事情がある場合について本会会長が

これを適当と認めた場合には，１回を超えて申し出る

ことができるものとする。 

 

 

 

（介護休業の期間等） 

第12条 

３ 職員は，介護休業期間変更申出書（様式第５号）に

より，介護休業を終了しようとする日（以下「介護休

業終了予定日」という。）の２週間前までに事務局長

に申し出ることにより，介護休業終了予定日の繰下げ

変更を行うことができる。この場合において，介護休

業開始予定日から変更後の介護休業終了予定日まで

の期間は通算９３日（異なる要介護状態について介護

休業をしたことがある場合又は第１６条に規定する

介護短時間勤務の適用を受けた場合は，９３日からそ

の日数を控除した日数）の範囲を超えないことを原則

とする。 

 

（育児のための所定外労働の免除） 

第23条 ３歳に満たない子を養育する職員が当該子を

養育するために申し出た場合には，事業の正常な運営

に支障がある場合を除き，所定労働時間を超えて労働

をさせることはない。 

 

３ 申出をしようとする者は，１回につき，１か月以上

１年以内の期間（以下この条において「免除期間」と

いう。）について，免除を開始しようとする日（以下

この条において「免除開始予定日」という。）及び免

除を終了しようとする日を明らかにして，原則とし

て，免除開始予定日の１か月前までに，育児のための

所定外労働免除申出書（様式第８号）を事務局長に提

出するものとする。 

６ 免除開始予定日の前日までに，申出に係る子の死亡

等により申出者が子を養育しないこととなった場合

には，申出されなかったものとみなす。 

（５）祖父母，兄弟姉妹又は孫であって職員が同居し，

かつ，扶養している者 

（６）上記以外の家族で本会会長が認めた者 

 

（介護休業の申出の手続等） 

第10条 

２ 申出は，特別な事情がない限り，対象家族１人につ

き１要介護状態ごとに１回３回までとする。 

 

（介護休業の申出の撤回等） 

第11条 

３ 同一対象家族について２回連続して介護休業の申

出を撤回した者について，同一対象家族の同一要介護

状態に係る再度の申出は原則として１回とし，当該家

族について再度の申出はすることができない。特段の

事情がある場合について ただし，本会会長がこれを

適当と認めた場合には，１回を超えて申し出ることが

できるものとする。 

 

（介護休業の期間等） 

第12条 

３ 職員は，介護休業期間変更申出書（様式第５号）に

より，介護休業を終了しようとする日（以下「介護休

業終了予定日」という。）の２週間前までに事務局長

に申し出ることにより，介護休業終了予定日の繰下げ

変更を行うことができる。この場合において，介護休

業開始予定日から変更後の介護休業終了予定日まで

の期間は通算９３日（異なる要介護状態について介護

休業をしたことがある場合又は第１６条に規定する

介護短時間勤務の適用を受けた場合は，９３日からそ

の日数を控除した日数）の範囲を超えないことを原則

とする。 

 

（育児・介護のための所定外労働の免除） 

第23条 ３歳に満たない子を養育する職員が当該子を

養育するため，又は要介護状態にある家族を介護する

職員が当該家族を介護するために申し出た場合には，

事業の正常な運営に支障がある場合を除き，所定労働

時間を超えて労働をさせることはない。 

３ 申出をしようとする者は，１回につき，１か月以上

１年以内の期間（以下この条において「免除期間」と

いう。）について，免除を開始しようとする日（以下

この条において「免除開始予定日」という。）及び免

除を終了しようとする日を明らかにして，原則とし

て，免除開始予定日の１か月前までに，育児・介護の

ための所定外労働免除申出書（様式第８号）を事務局

長に提出するものとする。 

６ 免除開始予定日の前日までに，申出に係る子又は家

族の死亡等により申出者が子を養育又は家族を介護

しないこととなった場合には，申出されなかったもの
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７ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合に

は，免除期間は終了するものとし，当該免除期間の終

了日は当該各号に掲げる日とする。 

（１）子の死亡等免除に係る子を養育しないこととなっ

た場合 

   当該事由が発生した日 

 

（介護短時間勤務） 

第28条 要介護状態にある家族を介護する職員は，申

し出ることにより，対象家族１人当たり通算９３日間

の範囲内を原則として，就業規則の所定労働時間につ

いて，以下のように変更することができる。 

 

所定労働時間を午前９時から午後４時まで（うち

休憩時間は，午前１２時から午後１時までの１時間

とする。）の６時間とする。ただし，同一家族につ

いて既に介護休業をした場合又は異なる要介護状態

について介護短時間勤務の適用を受けた場合は，そ

の日数も通算して９３日間までを原則とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０章 その他の事項 

（法令との関係） 

第28条 育児・介護休業，子の看護休暇，介護休暇，

育児・介護のための所定外労働の免除，育児のための

時間外労働及び深夜業の制限並びに所定労働時間の

短縮措置等に関して，この規則に定めのないことにつ

いては，育児・介護休業法その他の法令の定めるとこ

ろによる。 

 

 

 付 則 

１ この規則は，平成 22 年９月１日から施行し，平成

22年６月30日から適用する。 

 

とみなす。 

７ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合に

は，免除期間は終了するものとし，当該免除期間の終

了日は当該各号に掲げる日とする。 

（１）子又は家族の死亡等免除に係る子を養育又は家族

を介護しないこととなった場合 

   当該事由が発生した日 

 

（介護短時間勤務） 

第28条 要介護状態にある家族を介護する職員は，申

し出ることにより，対象家族１人当たり通算９３日間

の範囲内を原則として開始の日から３年の間で２回

までの範囲内で，就業規則の所定労働時間について，

以下のように変更することができる。 

所定労働時間を午前９時から午後４時まで（うち

休憩時間は，午前１２時から午後１時までの１時間

とする。）の６時間とする。ただし，同一家族につ

いて既に介護休業をした場合又は異なる要介護状態

について介護短時間勤務の適用を受けた場合は，そ

の日数も通算して９３日間までを原則とする。 

 

第１０章 育児休業等に関するハラスメントの防止 

（育児休業等に関するハラスメントの禁止） 

第28条 すべての職員は，この規則に基づく申出・利

用に関して，当該申出・利用する職員の就業環境を害

する言動を行ってはならない。 

２ 第１項の言動を行ったと認められる職員に対して

は，職員の懲戒処分の基準に関する規則に基づき，厳

正に対処する。 

 

第１１章 その他の事項 

（法令との関係） 

第29条 育児・介護休業，子の看護休暇，介護休暇，

育児・介護のための所定外労働の免除，育児・介護の

ための時間外労働及び深夜業の制限並びに所定労働

時間の短縮措置等に関して，この規則に定めのないこ

とについては，育児・介護休業法その他の法令の定め

るところによる。 

 

 

 付 則 

１ この規則は，平成 22 年９月１日から施行し，平成

22年６月30日から適用する。 

２ この規則は，平成30年４月１日から施行する。 

（改訂則第27号） 
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議案第７号 

社協の保険「役員等賠償補償」加入に伴う管理職従業員の選任について 

 

＜提案理由＞ 

本会では、全ての社協業務にかかる賠償補償、損害補償、及び役職員の業務中傷害補償と

して、全国社会福祉協議会が保険会社（損保ジャパン日本興亜）と一括で契約する、社協専

用の団体契約「社協の保険」に加入しています。 

平成２９年度からは、改正社会福祉法施行に合わせ「社協の保険」のオプションとして新

設された「役員等賠償補償（役員個人が被る損害を補償する保険）」にも加入しております

が、３０年度から被保険者の範囲が拡大され、理事、監事、評議員に加え「管理職従業員」

まで補償対象となりました。 

「管理職従業員」とは、理事会で選任された「重要な職員」を指し、施設長、園長やこれ

らに準ずる職員と規定されており、本会では事務局規程第１条に定める「事務局長」「事務

局次長」「支所長及びセンター長」が該当します。なお、年間保険料は法人の年間収入金額

に基づき定められるため、被保険者が増えても変わりません。 

３０年度の保険加入に際し、引き続き「役員等賠償補償」へ加入するとともに、管理職従

業員として以下の２名を選任することについてお諮りします。 

ご審議の上議決願います。 

 

＜管理職従業員として理事会が選任する重要な職員（案）＞ 

○事務局長   橘田 勝 

○波崎支所長  篠塚 たか子 

 

 

平成３０年３月２３日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会 長  石 田   進 

 

 

平成３０年３月２３日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成２９年度 第５回 理事会
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議案第８号 

  平成２９年度第３回評議員会の招集について 

 

＜提案理由＞ 

定款第１４条の規程に基づき、平成２９年度第３回評議員会を、以下のとおり招集するこ

とについて、審議の上決議願います。 

なお本件については、第４回理事会（平成３０年１月１０日開催）で決議をいただいてお

りましたが、開催日時及び議事案件が確定しましたので改めてお諮りするものです。 

 

 

平成２９年度第３回評議員会 

開催日時 平成３０年３月２７日（火）午後２時 

開催場所 神栖市保健・福祉会館 研修室 

議事案件 議案第１号 補欠役員の選任 

議案第２号 平成３０年度神栖市社会福祉協議会事業計画（案）の承認 

議案第３号 平成３０年度社会福祉事業区分 収支予算（案）の承認 

議案第４号 平成３０年度公益事業区分 収支予算（案）の承認 

招集予定 評議員４０名 

 

 

 

平成３０年３月２３日 提出 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

会 長  石 田   進 

 

 

平成３０年３月２３日 決議 

社会福祉法人神栖市社会福祉協議会 

平成２９年度 第５回 理事会 
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＜資料＞ 関係法令、本会定款、規程等（抜粋） 

●定款、規程 

＜ 定 款 （平成２９年４月 改定）＞ 

（評議員会の招集） 

第14条 評議員会は，法令に別段の定めがある場合を除き，理事会の決議に基づき会長が招集する。 

２ 評議員は，会長に対し，評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して，評議員会の招集を請求するこ

とができる。 

（役員の選任） 

第21 条 理事及び監事は，評議員会の決議によって選任する。 

２ 会長，副会長及び常務理事は，理事会の決議によって理事の中から選定する。 

（役員の任期） 

第22 条 理事又は監事の任期は，選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の

終結の時までとし，再任を妨げない。 

２ 補欠として選任された理事又は監事の任期は，前任者の任期の満了する時までとすることができる。 

（理事会の構成） 

第26条 理事会は，全ての理事をもって構成する。 

（理事会の権限） 

第27条 理事会は，次の職務を行う。ただし，日常の業務として理事会が定めるものについては会長が専決し，

これを理事会に報告する。 

（１）この法人の業務執行の決定 

（２）理事の職務の執行の監督 

（３）会長，副会長及び常務理事の選定及び解職 

（理事会の議長） 

第29条 理事会に議長を置き，議長はその都度選任する。 

（理事会の決議） 

第30条 理事会の決議は，決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出席し，その過半数

をもって行い，可否同数のときは議長の決するところによる。 

（理事会の議事録） 

第31条 理事会の議事については，法令で定めるところにより，議事録を作成する。 

２ 出席した会長及び監事は，前項の議事録に記名押印する。 

（事業計画及び収支予算） 

第38条 この法人の事業計画書及び収支予算書については，毎会計年度開始の日の前日までに，会長が作成し，

理事総数（現在数）の３分の２以上の同意及び評議員会の承認を受けなければならない。これを変更する場合

も，同様とする。 

２ 前項の書類については，主たる事務所（及び従たる事務所）に，当該会計年度事業年度が終了するまでの間

備え置き，一般の閲覧に供するものとする。 

（会計年度） 

第40条 この法人の会計年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月31日をもって終わる。 
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＜ 経理規程 （平成２９年４月 改訂）＞ 

（事業区分，拠点区分及びサービス区分） 

第４条 事業区分は，社会福祉事業区分と公益事業区分とする。 

２ 各事業区分には，予算管理の単位としてそれぞれ拠点区分を設定する。 

３ 拠点区分には，事業運営の実態に照らし，一体的に運営されている事業を集約し，それぞれ設定する。

４ サービス区分は，その拠点で実施する複数の事業について法令等の要請により会計を区分して把握す

べきものとされているもの及び事業管理上の必要があるものについて区分を設定する。 

５ 前項までの規定に基づき，本会において設定する事業区分，及び拠点区分，サービス区分は次のとお

りとする。 

（１）社会福祉事業区分               （２）公益事業区分 

ア 社協自主事業拠点区分              ア 福祉用具貸与事業拠点区分 

ａ 地域福祉推進事業サービス区分       イ 労働者派遣事業拠点区分 

ｂ 精神保健福祉支援事業サービス区分 

ｃ 成年後見制度に関する事業サービス区分 

イ 受託事業拠点区分 

d 日常生活自立支援事業サービス区分 

e 精神障害者デイケア事業サービス区分 

f ファミリーサポートセンターサービス区分 

ｇ 高齢者相談センターサービス区分 

ｈ 障害者相談支援事業サービス区分 

ｉ 生活困窮者自立支援事業サービス区分 

ウ 障害者計画相談支援事業拠点区分 

エ ホームヘルプサービス事業拠点区分 

ｊ 介護保険サービス区分 

ｋ 障害者総合支援サービス区分 

ｌ 軽度生活援助事業サービス区分 

ｍ 養育支援訪問事業サービス区分 

オ 障害者デイサービス事業拠点区分 

カ 福祉作業所事業拠点区分 

キ 基金積立事業拠点区分 

ク 職員退職手当積立事業拠点区分 

（予算の基準） 

第 12 条 本会は，毎会計年度，事業計画及び承認社会福祉充実計画に基づき資金収支予算を作成する。 

２ 予算は，第４条第５項に定める拠点区分ごとに編成し，収入支出の予算額は勘定科目ごとに設定する。

３ 拠点区分にサービス区分を設定している場合には，サービス区分ごとに予算を編成することができる。

（予算の事前作成） 

第 13 条 前条の予算は，事業計画及び承認社会福祉充実計画に基づき毎会計年度開始前に会長が編成し，

理事会の決議を経，評議員会の承認を得なければならない。 

（予備費の計上） 

第 15 条 予測しがたい支出予算の不足を補うため，理事会の決議を経，評議員会の承認を得て支出予算に

相当額の予備費を計上することができる。 
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＜ 財政調整積立金設置管理規程（平成２７年４月 一部改訂）＞ 

（目 的） 

第１条 この規程は，社会福祉法人神栖市社会福祉協議会（以下「本会」という。）の将来にわたる財政

の健全な運営と活動基盤の維持，及び不時の支出に備えるため，財政調整積立金（以下「積立金」とい

う。）を設置し，その管理及び処分について必要な事項を定めることを目的とする。 

（積立金の処分） 

第６条 積立金の処分は，次の各号の一に該当する場合に限り行い，必要な場合は他の会計に繰り入れる

ことができる。 

（１）当該事業の健全な運営を行う上で，資金に不足が生じた，あるいは生じる可能性がある場合におい

て，一般会計収支予算に計上して当該不足額に充当するとき。 

（２）事業運営上不可欠な固定資産物品を取得または修繕するための財源にあてるため，一般会計収支予

算に計上して当該不足額に充当するとき。 

（３）経済事情の急激な変動等により著しく財源が不足するとき 

（４）災害により生じた経費，及び災害ボランティアセンター運営のための財源にあてるとき 

（５）緊急に実施する必要がある大きな事業に要する経費の財源が不足するとき 

（６）その他，会長が特に必要と認めたとき 

２ 前項の規定による積立金の処分は，前項第１号または第２号の場合を除き，理事会の同意を得，評議

員会の議決を経なければならない。ただし，大規模災害発生時などこれによりがたい場合は会長の専決

により必要額を処分し，結果を理事会，評議員会へ報告するものとする。 

 

 

 

 

＜ 福祉活動基金設置要項（平成２７年４月 一部改訂）＞ 

（目 的） 

第１条 神栖市における地域福祉の向上をめざし、福祉活動に関わる地域住民・民間団体の自主的で継続的

な福祉活動を育成・助長することを目的として「社会福祉法人神栖市社会福祉協議会（以下「本会」と

いう。）福祉活動基金」(以下「基金」という。）を設置する。 

（基金の額） 

第２条 基金の額は，２００，０００千円とする。 

（助成の対象事業） 

第５条 基金の運用益をもって助成する対象事業は、次のとおりとする。 

（１）ボランティア活動をするための学習及び研修事業 

（２）ボランティア活動の振興に広く活用できる調査研究事業 

（３）ボランティア活動の為の機器,機材の整備援助事業 

（４）ボランティアグループによる開発的･モデル的活動 

（５）ボランティア活動の基盤作りのための福祉教育および啓発事業 

（６）本会の基金の原資 

（７）本会ボランティアセンターの行う事業 

（８）基金造成のための啓発事業 

（９）その他「社会福祉法人神栖市社会福祉協議会福祉活動基金管理運営委員会」（以下「管理運営委員

会」という）が福祉活動の育成、推進のために必要と認めたもの 
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（基金の処分の制限） 

第７条 この基金の処分は、次の各号に掲げる場合に限り、理事会、評議員会の議決を得てその一部を処

分することができる。 

（１）本会が実施する開拓的事業、または新規事業のための基本的財源にあてるとき 

（２）本会が固定資産を取得または修繕するための財源にあてるとき 

（３）前１、２号のほか、住民の福祉増進のため必要やむを得ない理由があるとき 

 

 

 

 

 

＜ 事務局規程（平成２９年４月 一部改訂）＞ 

（事務局職員） 

第１条 定款第34 条の規定により事務局を設置し，次の職員を置く。 

（１）事務局長          １名 

（２）事務局次長         必要に応じて若干名 

（３）支所長及びセンター長    必要に応じて若干名 

（４）係長            必要に応じて若干名 

（５）福祉活動専門員及び専任職員 若干名 

２ 必要があるときは，常勤・非常勤職員を置くことができる。 
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